
自動車関係諸税の抜本見直しを求める意見書 

 

 自動車の租税に関する制度は、取得の段階で課税される自動車取得税、保有の過程

で発生する自動車重量税と自動車税または軽自動車税、走行時に必要とする燃料への

燃料課税がある。それらは、自動車取得税は消費税と二重課税、自動車重量税は道路

特定財源が一般財源化されたことによって課税根拠を喪失、自動車重量税と自動車税

または軽自動車税は自動車保有に対して課せられる二重課税、燃料課税は「当分の間

として措置される税率」が暫定税率の廃止後も同様に負担、消費税を上乗せしている

タックス・オン・タックス、というように取得・保有・走行の各段階で何種類も複雑

かつ過重に課せられている税制である。そのため、社会保障と税の一体改革に伴う税

制抜本改革法第７条に記された「簡素化、負担の軽減及びグリーン化の観点から、見

直しを行う」に沿って、確実な負担軽減措置が講じられなければならない。とりわけ

生活の足として自動車を欠くことができない地方では、公共インフラが整備された都

心とは異なり世帯当たりの自家用車保有台数が多く、世帯に重い税負担が強いられ家

計負担の増大は深刻である。 

したがって、国に対し、平成２８年度税制改正は、簡素化・負担の軽減に繋がる自

動車関係諸税の抜本改革を必ずや実現するべきと考え、以下の内容について要望する。 

記 

１ 取得及び保有に対する車体課税を抜本的に見直し、簡素化・負担の軽減を求める。 

２ 燃料課税を抜本的に見直し、簡素化・負担の軽減を求める。 

   「当分の間として措置される税率」は見直し、負担の軽減を図ること 

   複雑な燃料課税の簡素化を目指すこと 

   タックス・オン・タックスを解消すること 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２７年９月１５日 

 

愛知県東海市議会議長 早 川 直 久      

    


